
株式会社 遠鉄百貨店

貸借対照表

2018年2月28日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

円 円

【 流 動 資 産 】 10,422,561,077 【 流 動 負 債 】 13,379,033,544

現 金 及 び 預 金 108,487,834 買 掛 金 1,988,059,814

売 掛 金 559,226,027 リ ー ス 債 務 1,462,860

未 収 金 553,520,990 未 払 金 649,459,192

未 収 収 益 5,805,715 未 払 費 用 36,178,225

預 け 金 7,466,604,932 未 払 消 費 税 等 101,583,776

商 品 1,395,082,185 未 払 法 人 税 等 175,863,857

貯 蔵 品 18,238,754 預 り 金 8,754,147,509

前 渡 金 300,979 前 受 金 2,064,819

前 払 費 用 175,557,392 前 受 収 益 1,632,246

繰 延 税 金 資 産 109,276,323 商 品 券 1,634,498,911

そ の 他 31,459,946 そ の 他 34,082,335

貸 倒 引 当 金 △ 1,000,000 【 固 定 負 債 】 1,602,701,665

【 固 定 資 産 】 10,379,499,854 退 職 給 付 引 当 金 1,356,587,373

( 有 形 固 定 資 産 ) 3,149,107,347 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 12,600,000

建 物 2,102,647,860 資 産 除 去 債 務 162,919,542

建 物 付 属 設 備 695,441,622 預 り 保 証 金 20,360,000

構 築 物 15,204,183 預 り 敷 金 50,234,750

機 械 装 置 5,345,573 負 債 合 計 14,981,735,209

器 具 備 品 203,181,395 純 資 産 の 部

土 地 113,624,347 【 株 主 資 本 】 5,764,490,010

リ ー ス 資 産 1,393,200 資 本 金 480,000,000

建 設 仮 勘 定 12,269,167 利 益 剰 余 金 5,284,490,010

( 無 形 固 定 資 産 ) 159,810,242 利  益  準  備  金 120,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 155,524,394 そ の 他 利 益 剰 余 金 5,164,490,010

電 話 加 入 権 3,045,000 別途積立金 4,790,000,000

商 標 権 1,240,848 繰越利益剰余金 374,490,010

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 7,070,582,265 【評価・換算差額等】 55,835,712

投 資 有 価 証 券 284,886,702 その他有価証券評価差額金 55,835,712

関 係 会 社 株 式 20,000,000

出 資 金 650,000

長 期 貸 付 金 5,092,742,517

長 期 前 払 費 用 10,658,672

繰 延 税 金 資 産 414,112,525

差 入 保 証 金 116,611,249

差 入 敷 金 1,130,920,600

そ の 他 1,957,163

貸 倒 引 当 金 △ 1,957,163 純 資 産 合 計 5,820,325,722

資 産 合 計 20,802,060,931 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,802,060,931



個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①関係会社株式 移動平均法による原価法

②その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に基づく原価

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

・商品 売価還元法

・貯蔵品 先入先出法

（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 （リース資産を除く）

 定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに

 2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法）

②無形固定資産 （リース資産を除く）

 定額法

③リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異については翌期に全額費用

処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給見込額を計上しております。

（4）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（5）追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 2016年

 3月28日）を当事業年度から適用しております。

2.当期純損益金額

365,050,525円


